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第 59 期貸借対照表・損益計算書                   大阪市東大阪市加納 2丁目 1-1 
平成 18 年 6 月 23 日                              日本ガスケット株式会社 

  取締役社長   近藤 孝  

                                           
 貸 借 対 照 表

（平成１８年３月３１日現在）                        （単位：千円）
科      目 金     額 科      目 金     額

    資  産  の  部     負  債  の  部  
流動資産 ５，０７９，２８７ 流動負債 ３，３８９，４６６
現 金 及 び 預 金 ２，３９７，１２３ 支 払 手 形 ２６４，７７６
受 取 手 形 ６６，５５３ 買 掛 金 ２，２３９，５０８
売 掛 金 １，３７６，３１９ 未 払 金 ２３０，６６３

有 価 証 券 １００，７７８ 未 払 法 人 税 等 ２１０，０００
親 会 社 株 式 １９６，０７７ 未 払 費 用 １３６，６１２
製 品 ３２３，３９２ 預 り 金 １９，０７７
原 材 料 １４４，７６１ 賞 与 引 当 金 １０４，７６４
仕 掛 品 ２５０，８２３ 設 備 関 係 支 払 手 形 １８４，０６３
貯 蔵 品 １３，０８７
子 会 社 短 期 貸 付 金 ２４，０００
繰 延 税 金 資 産 ７４，６５０
未 収 入 金 ６９，８２１
そ の 他 の 流 動 資 産 ４３，２６５
貸 倒 引 当 金 △１，３６６ 固定負債    ４６０，４９７

退 職 給 付 引 当 金 １２３，３４４
固定資産 ４，３６０，４４１ 役 員 退 職 引 当 金 ８０，５１７
有形固定資産 １，９３４，０６９ 繰 延 税 金 負 債 ２５６，６３４
建 物 ６７６，４５１ 負　　債　　合　　計 ３，８４９，９６３
構 築 物 ５０，９４７     資  本  の  部  
機 械 装 置 ６７１，２９８ 資      本      金     ７５７，８００
車 輌 運 搬 具 １６，８６２
工 具 器 具 備 品 １５４，０１７ 資  本  剰  余  金     ５０５，７４７
土 地 １９１，３６１ 資 本 準 備 金 ４４１，００４
建 設 仮 勘 定 １７３，１２９ そ の 他 資 本 剰 余 金 ６４，７４２

自己株式処分差益 ６４，７４２

無形固定資産 　　　　５，４０４ 利  益  剰  余  金 ３，６１５，６４４
電 話 加 入 権 ２，０７８ 利 益 準 備 金 １８９，４５０
ソ フ ト ウ エ ア ２，２９０ 任 意 積 立 金 ２，８１０，０００
商 標 権 １，０３４ 別 途 積 立 金 ２，８１０，０００

当 期 未 処 分 利 益 ６１６，１９４
投資その他の資産 ２，４２０，９６７
投 資 有 価 証 券 １，７７５，５５３
子 会 社 株 式 ３１３，６３６
従 業 員 長 期 貸 付 金 ２，７８６ 株 式 等 評 価 差 額 金    ７１０，５７４
子 会 社 長 期 貸 付 金 １６４，１３２
長 期 性 預 金 ２００，０００
そ の 他 の 投 資 等 ７５，２９０
貸 倒 引 当 金 △５，８２２
投 資 損 失 引 当 金 △１０４，６０８ 資　　本　　合　　計 ５，５８９，７６５

資　　産　　合　　計 ９，４３９，７２９ 負債及び資本合計 ９，４３９，７２９

(注) 1.有形固定資産の減価償却累計額
     2.親会社に対する短期金銭債権
       親会社に対する短期金銭債務
     3.子会社に対する短期金銭債権
       子会社に対する短期金銭債務
     4.保証債務（円建）
     5.役員退職引当金は商法施行規則第43条の引当金であります。
     6.商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額
     7.退職給付債務に関する事項
        ｲ.退職給付債務
        ﾛ.年金資産
        ﾊ.未積立退職給付債務
        ﾆ.退職給付引当金

     8.記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

     １８６，０６５千円

 ５，７７５，１６９千円
       １４，２５２千円
     ８２７，１６２千円
       ３７，９５０千円
       　　　３２８千円

７１０，５７４千円

５９０，７５７千円
４６７，４１２千円
１２３，３４４千円
１２３，３４４千円
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損 益 計 算 書

（                  ）
（単位：千円）

      科          目 金          額

営業損益の部

営業収益 ７，０４０，７８６

売 上 高 ７，０４０，７８６

営業費用 ６，６０３，２３９

売 上 原 価 ５，９４８，４６６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６５４，７７２

営業利益 　４３７，５４７

営業外損益の部

営業外収益 １１９，４９７

受 取 利 息 ９，１０６

受 取 配 当 金 １９，９００

技 術 指 導 料 ５７，６２８

雑 収 入 ３２，８６１

営業外費用 ２２，４１３

支 払 利 息 ２４７

株 式 交 換 関 連 費 用 １６，９５３

雑 損 失 ５，２１２

経常利益 　５３４，６３１

特別利益 ２５３，０４３

固 定 資 産 売 却 益 ２，１５６

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２４，５３６

過 年 度 技 術 指 導 料 ２２６，３４９

特別損失 １９８，３０９

固 定 資 産 除 却 損 ２３，１８７

残存価額変更による過年度償却費 １１５，２０３

減 損 損 失 ５０，０１８

生 産 設 備 集 約 費 用 ９，８９９

　５８９，３６６

２９３，００２

△１６，８２１

　３１３，１８５

３４２，５７０

３９，５６１

　６１６，１９４

（注）1.親会社との取引高
売 上 高 ２０，４５１千円
仕 入 高 ６２８，８４２千円
労 務 費 ６２，２０６千円
製 造 経 費 ２７，５２３千円
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７，８８９千円
資 産 購 入 高 １３４，１１０千円

      2.子会社との取引高
売 上 高 ２９６，４９０千円
仕 入 高 ２９１，８１３千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 ３７，６８８千円

      3.１株当たり当期純利益
      4.記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

平成１７年 ４月  １日から
平成１８年 ３月３１日まで

経
 
常
 
損
 
益
 
の
 
部

特

別

損

益

の

部

２６円２３銭



3  

 

 

 

      5.当期において、以下の資産グル－プについて減損損失を計上いたしました。

当社は資産を全社及び遊休資産にグル－ピングしております。本社工場（大阪府東大阪市）の
生産活動終了に伴う遊休化に伴い、当期において、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額
を減損損失（50,018千円）として特別損失に計上しております。

重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 満期保有目的の債券

…償却原価法

子会社株式

…総平均法による原価法

親会社株式及びその他有価証券

時価のあるもの

…期末決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し売却原価は総平均法により

算定しております。)

時価のないもの

…総平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法

(3)固定資産の減価償却方法

   1.有形固定資産 定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、機械装置および工具器具備品については、法人税法に規定する償却限度

額に到達した後、実質残存価額まで償却を行っております。

(会計方針の変更)

  有形固定資産のうち平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備

を除く）の減価償却方法を従来の定額法から定率法に変更しております。

この変更により営業利益、経常利益および税引前当期純利益が7,500千円

減少しております。

(追加情報)

機械装置、工具器具備品の最終残存価額の変更

機械装置、工具器具備品の最終残存価額については、従来、税法に規

定する償却可能限度額としておりましたが、平成17年10月1日付で当社が

大豊工業株式会社の完全子会社になったことに伴ない、最終残存価額の

見積りを見直した結果、実質的残存価額0.1％まで償却を行なうことに変

更しました。

この変更により営業利益および経常利益が18,712千円、税引前当期純利

益が128,036千円減少しております。
   2.無形固定資産 自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく

定額法によっております。

(4)引当金の計上基準

   1.貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

   2.投資損失引当金 子会社への投資に係る損失に備えるため、財政状態の実情を勘案して必要額を

引当計上しております。

   3.賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額基準により計上しております。

   4.退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

   5.役員退職引当金 役員の退職による退職金の支払いにあてるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

42,356千円
7,073千円
587千円

場　　　所 用　　　途 種　　　類 金　　　額
大阪府東大阪市
大阪府東大阪市
大阪府東大阪市

遊休設備
遊休設備
遊休設備

建 物
機 械 装 置
工具器具備品
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(5)リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(6)消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

会計方針の変更

　　　固定資産の減損に係る会計基準

  当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成15年10月31日　企業

会計基準適用指針第6号）を適用しております。

　これにより、税引前当期純利益は50,018千円少なく計上されております。

　なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。


